






　まず，少子高齢化の急速な進展である。2021 年 5 月に公表された第 7 回国勢調査の結
果により，中国の少子高齢化が専門家の予測よりも早いスピートで進んでいることが明ら
かとなった。2020 年に，中国の 65 歳以上の人口は 1 億 9000 万人と過去 10 年間で 6 割増
えた。高齢化率は 13.5％に達しており，2021 年にも「高齢社会」に突入すると予想され
ている。一方，2016 年に少子化対策として導入された「二人っ子政策」の効果が現れて
おらず，2020 年の出生数は約 1200 万人で，2019 年に比べ 2 割減となった。合計特殊出生
率も 1.3 までに低下し，2022 年にも中国は人口減少社会に転じると予測より 5 年も早い。
また，1 世帯当たりの平均人数は 2.62 人と，10 年前より 0.48 人も少なくなり，核家族化
と少子化の同時進行も浮かび上がった。
　つぎにデジタル化の進展である。伊藤亜聖は第二次大戦後における新興国の経済発展を，
1960 年代から 1970 年代の「南北問題の時代」，1980 年代から 1990 年代の「工業化の時代」
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②と③を潜在的なインフォーマル就労者に区別した。表 2 は 2010 年の人口センサス，
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人口センサス（2010 年） 中国労働力動態調査（2016 年） ILO（2013）
合計 潜在的 合計 潜在的 合計 潜在的
非正規就業者数 1.55 1.10 1.38 1.35 1.38 1.20




























規模は 2005 年の 2 億 6000 万元から 2019 年の 35 億 8000 万元に増加し，GDP に占める割
合は 2005 年の 14.2％から 2019 年の 36.2％に上昇した（2）。デジタル経済の発展はプラット
フォーム型就労と呼ばれる新しい就労形態（3）をもたらした。李培林・崔岩の推計によると，
2019 年現在，フリーランスと新業態就労者の規模は約 3900 万人で，全体の 5.6％を占め

























それ以下 4.3  8.6  6.0 2.6 56.0 22.4
2～5 万元 5.4  9.5 17.4 ― 48.1 19.5
5～8 万元 16.8 19.3 17.4 0.6 29.4  8.1
8～12 万元 28.1 20.9 11.9 0.6 29.4  8.1
12 万元および
それ以上 41.8 27.3  6.0 2.8 12.9  9.2








content_5606191.htm，2021 年 6 月 4 日アクセス）。
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失業率は 4％台で高止まりしている。失業増大のもう 1 つの要因は雇用弾力性の低下であ
る（7）。莫栄によると，中国の雇用弾力係数は，1980 年代の 0.303 から 1990 年代の 0.104 に
低下し，2000 年から 2005 年までは 0.105 である（黄 2006，23）。具体的には，1980 年代は，
1 ポイントの経済成長率の上昇で 240 万人の雇用を創出できたのに対して，1990 年代以降
は，だいだい 90 万人にとどまっている（上原 2009，228）。
　政府は都市の雇用情勢について，「3 つの増加」により，かなり厳しい水準になるとい
う見方を示した。第 1 に，都市の新規労働者の増加である。第 3 次ベビーブームの影響で，
2001 年から 2005 年までの期間中に，新規労働者は年平均 800 万人強増加すると見込まれ
ていた（楊 2001，43）。また，1998 年の大規模なリストラ時の労働力市場の圧力を軽減す
るために，1999 年に大学の入学定員枠が拡大された。定員拡大後の最初の大卒者は 2003
年に労働力市場に新規参入し，2002 年より 67 万人増加している（莫・劉 2003，49）。第
2 に，体制移行や産業の構造調整に伴う失業者の増加である。1998 年から 2001 年までの
3 年間に，国有企業からの「下崗者」は累計 2550 万人にのぼり（李 2015，8），都市登録
失業者は，2000 年の 595 万人から 2001 年の 681 万人に増加し，登録失業率は 3.1％から
3.6% に上昇した（莫 2002，13）。また，1950 年代から 1960 年代にかけて建設した国有鉱
山は資源枯渇に瀕し，閉鎖されれば，約 300 万人の雇用に影響を及ぼす（莫 2003，11）。
第 3 に，農村からの労働力の増加である。工業化や都市化により，少なくとも 1 億 5000
万の農村余剰労働力が都市に流入してくると専門家が予測している。2001 年 5 月に，当
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とが分かった。「下崗者」の平均年齢は 40 歳で，リストラされてから 3 年以上の者は
51％を，中学校以下の学歴しかもたない者は 40％，初級あるいはまったく技能をもたな
い者は 50％を占めている（陳 2003，9）。実際，「下崗者」の再就職率は 1998 年の 50％か












































　表 4 の積極的就労政策の支出を見ると，2003 年と 2006 年において，特に就労補助金の
大幅増を確認することができる。















就労補助金 税制優遇 行政管理費免除 小額ローン 大中型国有企業への減税 合計
1998   6.48 ― ― ― ―   6.48
1999   4.12 ― ― ― ―   4.12
2000   6.35 ― ― ― ―   6.35
2001   6.81 ― ― ― ―   6.81
2002  11.38  6.12 ―  3.94 ―  21.44
2003  99.24 20.67  3.77  8.06  0.60 132.34
2004 130.12 23.27  7.69 18.80  0.72 180.60
2005 160.91 35.56 11.93 41.08  3.57 253.05
2006 345.37 20.78 10.60 38.25  6.43 421.43
2007 370.90 28.44 10.25 52.87 10.61 473.07
2008 410.79 22.16  6.04 66.28 14.65 519.92
出所：頼ほか（2009）より。
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者は 2017 年に 535 万人もいる（廉 2020，85）（10）。また，2021 年 4 月の発表によると，全
世代の調査失業率は 5.3% であるのに対して，16～24 歳の若者の失業率は 13.6％にのぼり
（11），OECD 平均の 13.4％よりも高い。
　このような状況のなかで，政府は「就業は最大の民生」というスローガンを掲げ，就労
問題を最重要課題と位置付けるようになった。2018 年 7 月の中央経済工作会議では，経
済の安定成長を目指す「六穏」（6 つの安定）が提唱され，そのうち，就労の安定が首位
に置かれた。新型コロナウイルス発生後の 2020 年 4 月に開催された中国共産党中央政治
局会議では，住民の就労，国民の基本生活，市場の主体性，食糧・エネルギーの安全性，
産業サプライチェーンの安定性および末端組織運営の確保を内容とする「六保」が打ち出
され，またもや就労が一番に挙げられている。2020 年 10 月の第 14 次 5 カ年規画は「もっ
と完全な，もっと質の高い」就労を実現するという目標を打ち出し，「就業優先」政策を
強化する方針を明らかにした。











　これまでの政策展開を表 5 の通りに整理したが，ここで 2000 年以降の中国の生活保障































































































































　インフォーマル就労者のうち，農民工は 1 つの大きな集団である。2016 年から政府は
農民工の賃金不払い問題に重点的に取り組むようになった。地方政府の業績評価の項目に
賃金不払いへの対応を追加し，人力資源と社会保障部のホームページでブラック企業のリ
ストも公開した。さらに，2020 年 5 月に，「農民工賃金支給保障条例」を実施した。賃金
支給の規範化，建設業界への特別規定，賃金未払いに対する法的罰則などを規定し，法的
措置による抜本的な解決を目指した。























































保険料 120 元 / 人 55 元 / 人 15 元 / 人
加入期間 1 年（2021 年 7 月 1 日から 2022 年 6 月 30 日まで）




　　　（http://wenda.bendibao.com/live/202162/165110.shtm，2021 年 9 月 10 日アクセス）。
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もたない自営業者，従業員基本年金保険と基本医療保険に加入していないパートタイマー
およびその他のインフォーマル就労者としている。
　2021 年 7 月 1 日，習近平は北京天安門広場で行われた党創建 100 周年の祝賀式典におい
て演説し，「小康社会（ややゆとりのある社会）」を全面的に実現し，絶対的貧困を撲滅し































（12）第 1 の百年目標は，中国共産党建党 100 周年（2021 年）まで小康社会の実現であり，第 2 の百年目標は，新



















 （2021.9.20 受稿，2021.11.18 受理）
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〔抄　録〕
　少子高齢化やデジタル経済が急速に進展している中国では，インフォーマル就労が増加
している。従来の社会保障制度は正規雇用を前提とした社会保険制度が中核であるため，
就労の現状と社会保障制度との間に齟齬がきたすようになった。中国における生活保障の
再編が求められている。近年の政策動向から，中国はうまくいかなくなっている就労と社
会保障の連携を強化する道を選んだと言える。一方では，インフォーマル就労の積極性を
認めたうえで，多様な就労を目指す積極的就労政策を展開し，もう一方では，就労形態を
問わず多くの人々を包摂しようとする社会保障制度を再構築しようとしている。ベーシッ
クインカムでもなく社会手当でもないこの中国の新しい生活保障のかたちについて，今後
注視していく必要がある。
―15―
朱　珉：中国の新しい生活保障のかたち
